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「次世代を担う研究者助成事業」成果報告

1　はじめに
橋梁に代表されるインフラ構造物の老朽化が深刻な社

会問題となっており，インフラ構造物の補修および維持
管理の重要性が高まってきている。鋼橋桁端部は狭あい
で複雑な構造であり土砂や雨水などが滞留しやすいた
め，腐食損傷事例が数多く報告されている1）～2）。腐食減
厚部に対しては，高力ボルト接合による当て板補修が一
般的に行われている。高力ボルト接合は品質確保が容易
である一方，添接板やボルト分の重量増加があることや，
穿孔作業が必要なこと，狭あいで複雑な部位では作業性
に劣るという欠点がある。これに対し，溶接接合ではボ
ルト接合の課題を克服できるが，溶接にともなう入熱に
より部材に変形や残留応力が生じることで，部材の力学
性能が低下する可能性がある。当て板の溶接が部材の力
学的挙動に及ぼす影響については不明な点が多く，当
て板補修には溶接接合がほとんど採用されていないの
が現状である。

本研究では，腐食減厚部に対する当て板溶接補修を
想定し，鋼桁端部の腐食減厚を模擬した十字柱供試体
を用いた静的単調圧縮実験を実施した。さらに，熱弾
塑性解析および弾塑性有限変位解析を行い，当て板の
溶接で生じる変形と残留応力が供試体の圧縮挙動に及
ぼす影響を明らかにするための基礎的検討を実施した。

2　実験供試体の作製
本研究では，図１に示す鋼桁端部を模擬した十字断面

柱3）を供試体として作製した。健全な状態を想定し，減
厚を与えない健全供試体と，腐食を模擬した減厚供試体，
減厚部に当て板を溶接した補修供試体の３種類をそれぞ
れ２体ずつ作製した。供試体の作製および当て板の溶接
で生じる残留応力の分布を明らかにするため，X線回折
法による残留応力測定ならびに熱弾塑性解析によるシ
ミュレーションを実施した。実験では，供試体の作製お
よび当て板の溶接によりウェブおよび補剛材の自由端に
最大1.5mm程度の面外変形が生じた。解析では，溶接終
了後の供試体の面外変形量が実験結果と一致するように
初期形状を試行錯誤的に調整した。

健全供試体と補修供試体の残留応力分布を図２に示
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図１　実験供試体
（a） 健全供試体
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（b） 減厚供試体
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（c） 補修供試体
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図２　残留応力

（a） ウェブ
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（b） 補剛材
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す。健全供試体については，溶接ビード周辺には高い引
張応力が生じ，自由辺側に圧縮応力が生じた。補修供試
体では，当て板の溶接によりウェブおよび補剛材の中央
部では圧縮残留応力が減少した。一方，端部においては
圧縮残留応力が増加した。当て板を溶接した際，溶接線
直交方向の残留応力成分は溶接始終端の近傍が圧縮，そ
れ以外の部分が引張となる傾向があり，この応力の分布
が供試体作製時の残留応力に重畳した結果によるものと
推察される。

3　圧縮実験および弾塑性有限変位
解析によるシミュレーション

各供試体に対し，万能試験機を用いて静的単調圧縮荷
重を負荷した。また，弾塑性有限変位解析により圧縮実
験をシミュレーションした。実験および解析による各供
試体の圧縮荷重―軸方向変位関係を図３に示す。図には，
実験結果をシンボルで，残留応力を導入した解析結果を
実線で示している。また，残留応力が供試体の圧縮挙動
に及ぼす影響を検証するための比較対象として，残留応
力を導入していない解析結果を点線で示している。いず
れのモデルにおいても，残留応力を導入した解析結果は
実験結果と良く一致していた。減厚供試体の最大荷重は，
健全供試体の場合に比べ37％減少した。一方，補修供試
体の最大荷重は，健全供試体の場合に比べ５％増加した。
残留応力を導入していない場合，すべてのモデルにおい
て解析により得られた最大荷重が実験結果よりも10～16 
％程度高くなった。熱弾塑性解析により供試体製作時お
よび当て板溶接の両方で生じる残留応力を精度よく再現
し，これを初期不整として考慮することで，供試体の圧
縮挙動を精度よく再現することができた。

4　おわりに
鋼桁端部における腐食損傷に対する当て板溶接補修の

適用性を検証するため，鋼桁端部を模擬した鋼十字断面
柱を供試体として，一連の基礎的実験および数値解析を
行った。得られた主な知見を以下に示す。

（1）下フランジ上面からウェブ高さの10％の領域にお
いて，ウェブおよび補剛材に元の厚さの50％の減厚
を与えた供試体（減厚供試体）と，減厚部に厚さ６
mmの当て板を溶接した供試体（補修供試体）を作製
し，減厚および当て板のない供試体（健全供試体）と
ともに静的単調圧縮載荷実験に供した。減厚供試体で
は減厚部に大きな面外変形が生じ，健全供試体に比べ
最大荷重が37％減少した。補修供試体では当て板に
より減厚部の面外変形が抑制され，健全供試体に比べ
最大荷重が５％増加した。

（2）供試体作製時および当て板接合時の溶接を熱弾塑性
解析によりシミュレーションし，溶接変形および残留
応力を再現した。これらを初期不整として弾塑性有限
変位解析を実施し，圧縮実験をシミュレーションした。
健全供試体，減厚供試体および補修供試体のすべてに
おいて，実験で得られた変形モードおよび荷重―変位
関係を精度よく再現することができた。一方，残留応
力を考慮せずに解析を実施した場合，実験結果に比べ
最大荷重が10～16％高く評価されることを示した。
本研究で対象とした供試体の減厚量および減厚領域は

限定的なケースであり，種々の減厚量および減厚領域に
対する適切な当て板寸法の決定にはパラメトリックな検
討が必要である。本研究により得られた熱弾塑性解析お
よび弾塑性有限変位解析モデルを活用して，今後の課題
として取り組む予定である。本研究の将来的な成果が，
インフラ構造物の維持管理，補修補強における溶接接合
技術の適用拡大に資するものと期待される。
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図３　荷重―変位関係
（a） 健全供試体
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（b） 減厚供試体
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（c） 補修供試体
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